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（1）計画策定の趣旨
●  本計画は、すべての県民及びがん患者や家族の立場に立って、がん対策の総合的な
推進を図るための計画です。

●  また、本計画は、がん対策基本法第8条1項に基づく計画であり、がん対策基本法
及びがん対策推進基本計画を基本として策定するとともに、島根県がん対策推進条
例の趣旨に沿って策定します。

●  本計画を策定するにあたっては、島根県保健医療計画との整合性を図ります。

（2）計画期間
●  本計画の策定期間は、平成 20 年度（2008 年度）から平成 24 年度（2012年度）
までの5年間とします。

●  計画は、計画期間の中間年である平成 22年度（2010 年度）に中間評価を行うこと
とします。

●  計画は、医療情勢の変化や中間評価の結果等により、計画期間内であっても必要に
応じて見直します。

第 1章
計画策定の趣旨及び計画期間
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（1）重点的に取り組むべき施策
本計画の策定期間である平成 20年度から24 年度までの5年間で重点的に取り組む
べき施策として次の3項目を掲げます。

　重点施策1：がん検診受診者数の増加をはじめとするがん予防の推進
　重点施策 2：診断早期からの緩和ケアを提供する体制の確立
　重点施策3：がん患者や家族等への支援

■重点施策1：がん検診受診者数の増加をはじめとするがん予防の推進

がんと診断された人の生存率を高めるとともに、がんによる死亡者数を減少させるため
には、がんの早期発見及び早期診断が最も重要です。
このため、市町村等で実施されているがん検診（胃がん検診、大腸がん検診、肺がん
検診、子宮がん検診、乳がん検診）をひとりでも多くの人に受診していただくための取り
組みを重点的に推進します。
さらに、検診の結果「要精密検査」と判定された人の精密検査受診率向上の取り組み
や検診におけるがんの見落としを防ぐための精度管理の維持向上の取り組みも推進しま
す。

■重点施策 2：診断早期からの緩和ケアを提供する体制の確立

がんと診断された早期から、患者や家族に対して緩和ケア（身体的苦痛、精神的苦痛、
心理社会的苦痛等に対して支援を行う取り組み）を提供することは、患者や家族の療養
生活を支えていく上で重要です。
このため、入院から在宅まで切れ目のない緩和ケア提供体制を確立するための取り組
みを重点的に推進します。

■重点施策3：がん患者や家族等への支援

がんと診断された患者や家族にとって、思いのたけを語り、癒される場があることは、
患者や家族の療養生活にとって重要です。
また、患者や家族にとって、がんに関する情報を得たり、がんに関する情報交換がで
きる場があることも療養生活を送る上で重要です。
こうしたことから、がん患者や家族を支援する取り組みを重点的に推進します。

第 2章
重点的に取り組むべき施策及び重点目標



3

（2）重点目標
本計画の策定期間である平成 20年度から平成 24 年度までの5年間における重点目
標として、次の3項目を設定します。

重点目標1：がん死亡率（75歳未満のがん年齢調整死亡率）（人口10万対）の低減
重点目標2：がん検診受診者数の増加
重点目標3：がんの薬物療法・放射線療法に精通した医師の確保

■重点目標1：がん死亡率（75歳未満のがん年齢調整死亡率）（人口10万対）の低減

●がん死亡率（75歳未満のがん年齢調整死亡率）（人口10万対）

　　男性：平成17年131.5 →平成 24 年105.2

　　女性：平成17年   60.6 →平成 24 年   52.1

　　（参考）75歳未満のがん年齢調整死亡率（全国：平成17年）

　　　　　　男性：122.1（20% 低減した場合の数値は 97.7）

　　　　　　女性：   65.6（20% 低減した場合の数値は 52.5）

※ 男性の年齢調整死亡率は全国値より高いことを考慮し、平成 27年までの10 年間で年齢調整死亡

率を男性は 26% 低減、女性は 20% 低減することを目標とします。

　 したがって、本計画終了年度の平成 24 年までには年齢調整死亡率を男性は 20% 低減、女性は

14% 低減することを目標とします。

（参考指標）　壮年期（40 ～ 64歳）のがん部位別年齢調整死亡率の低減目標

● 胃がん 男性：平成 7年 57.7 → 平成 24 年 35.5

 女性：平成 7年 25.1 → 平成 24 年 13.5

● 肺がん 男性：平成 7年 49.2 → 平成 24 年 32.2

 女性：平成 7年 14.6 → 平成 24 年 9.3

● 大腸がん 男性：平成 7年 36.9 → 平成 24 年 28.7

 女性：平成 7年 22.3 → 平成 24 年 12.1

● 直腸がん 男性：平成 7年 15.5 → 平成 24 年 12.4

 女性：平成 7年 6.2 → 平成 24 年 4.1

● 子宮がん 女性：平成 7年 6.4 → 平成 24 年 3.4

● 乳がん 女性：平成 7年 16.1 → 平成 24 年 13.4
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■重点目標 2：がん検診受診者数の増加

● 胃がん検診受診者数の増加

 平成 17年 78,402 人 → 平成 24 年 145,800人

● 肺がん検診受診者数の増加

 平成 17年 111,951人 → 平成 24 年 145,800人

● 大腸がん検診受診者数の増加

 平成 17年 113,097人 → 平成 24 年 145,800人

● 子宮がん検診受診者数の増加

 平成 17年 31,017人 → 平成 24 年 35,700人

● 乳がん検診受診者数の増加

 平成 17年 13,385人 → 平成 24 年 16,500人

■重点目標 3：がんの薬物療法・放射線療法に精通した医師の確保

● 薬物療法に精通した医師数

 平成 19 年 0 名 → 平成 24 年 12 名

 （日本臨床腫瘍学会認定の「がん薬物療法専門医」数）

● 放射線療法に精通した医師数

 平成 19 年 4 名 → 平成 24 年 8 名

 （日本放射線腫瘍学会認定の「放射線専門医」数）
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1　がん予防の推進
■現状と課題

① がんの1次予防（健康増進）

●  がんの予防として重要なバランスのとれた食事やたばこ対策等の健康的な生活習
慣の推進については、「島根県健康増進計画（健康長寿しまね）」及び「島根県た
ばこ対策指針」に基づき、健康長寿しまね推進会議を中心に県民運動として展開
しています。

●  H17年度に実施した健康長寿しまねの中間評価では、若い世代の野菜の摂取量
が少ないこと、男性の4割に喫煙習慣があり、特に若い20～39歳では6割に
みられることから、引き続き活動を推進していく必要があります。

② がんの2次予防（早期発見・早期受診）

●  市町村が実施しているがん検診の受診率は、全国と比較して低率となっています
が、国が実施した国民生活基礎調査（2004 年）の受診率で見ると、本県のがん
検診受診率は40.6%となっており、全国3位と高い割合となっています。

▼市町村が実施しているがん検診受診率
　　胃がん 　（  7.6%　42位）　　肺がん　　（22.6%　32位）
　　大腸がん（16.1%　33位）　　子宮がん   （17.1%　35位）
　　乳がん （  9.8%　45位）　【出典：H17年度地域保健・老人保健事業報告】
　▼国民生活基礎調査
　　 「胃がん検診」「肺がん検診」「大腸がん検診」「乳がん検診」「子宮がん検診」
のいずれかを受診した者の割合 　 【出典：厚生労働省大臣官房統計情報部】

●  「がん検診受診率」は対象者数の算出方法や調査方法等により評価が大きく異なっ
ていることから、受診状況を長期的に評価する方法として、「がん検診受診者数」
を評価指標とすることが適当です。

●  受診者数の推移を見ると大腸がん検診以外は全てのがんにおいて減少傾向にあ
り、受診者を増加させる取り組みが重要です。

●  がん死亡及び罹患状況を見ると、乳がんについては死亡者数が20年前の約2倍、
40歳代～50歳代の女性のがん死亡原因の1位となっており、子宮頸がんについ
ては毎年診断される人（約100人）のうち約半数が20～30歳代となっています。
これらのことから女性のがん対策の推進が重要といえます。

●  がん検診の受診者数を増やすための対策は、従来より実施主体である市町村を中
心に取り組まれていますが、行政、検診機関、職域等関係機関と協力して効果的、
効率的な啓発活動が展開されるよう取り組みを進めていく必要があります。

第 3章
分野別の施策及び目標
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●  また、がん検診受診に向けて、地域の自主グループ等の主体的な活動を進める環
境づくりが必要です。このためには、がん体験者の会やがんサロン等の団体の協
力を得るとともに、県民運動として展開している県及び圏域の健康長寿しまね推
進会議の活動の中に位置づけ推進していく必要があります。

●  現在、がん検診の精度管理・事業評価については、生活習慣病検診管理指導協
議会で行っていますが、今後も効果的な検診の実施に向けて、国の指針に基づい
た事業評価の取り組みを市町村、県、検診機関において実施する必要があります。

■施策の方向性

① がんの1次予防（健康増進）

●  食生活改善、たばこ対策等の取り組みを「島根県保健医療計画（健康長寿しまね）」
及び「島根県たばこ対策指針」に基づき、引き続き推進します。

② がんの2次予防（早期発見・早期受診）

●  検診受診者数を増加させるために、実施主体である市町村や検診実施機関はもと
より、対がん協会や患者団体・住民団体と意見交換を行い、効果的・効率的・独
創的な検診実施体制を構築します。

　  特に、死亡者が増加傾向にある大腸がん、乳がん、子宮がんの検診について、検
診受診者を増やす取り組みを重点的に取り組みます。

　  また、がんの中でも自ら見つけることのできる乳がんについては、自己検診法の普
及に努めます。

●  がん検診の実施方法、事業評価について、生活習慣病検診管理指導協議会や各
保健所における圏域検討会で検討します。

■数値目標

指　標 現状
（注 1）

目標値
（平成 24年） 備　考

 喫煙率
全年齢 （男）
20~39 歳（男）
20~39 歳（女）

   40.1%
    64.4%
    11.7%

    30.1%
    48.3%
    8.8%

がん検診
受診者数

胃がん検診
肺がん検診
大腸がん検診
子宮がん検診
乳がん検診

 78,402 人
  111,951 人
  113,097 人
  31,017 人
   13,385 人

145,800 人
145,800 人
145,800 人
 35,700 人
  16,500 人

受診者数は下記の合計数
・市町村
・環境保健公社
・JAしまね厚生連
・難病研究所ヘルスサイエンスセンター
・医療機関実施の人間ドック

（注1） 喫煙率は平成19 年の調査値、がん検診受診者数は平成17年度の実績値である。
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2　がんの診断・治療水準の向上
■現状と課題

① がんの診断

●  がんの診断を行うためには、血液検査による診断、画像診断、病理診断があり、
これらの診断結果を総合的に検討した上で、がんの確定診断が行われます。

●  画像診断を行うための放射線装置の設置状況については、CTやMRIについて
は県内6ヵ所全てのがん診療連携拠点病院（松江赤十字病院、松江市立病院、
島根大学医学部附属病院、島根県立中央病院、国立病院機構浜田医療センター、
益田赤十字病院）に設置されているほか、各圏域の中核的な医療機関に設置さ
れています。一方、PETを設置している医療機関は県内で1ヵ所（松江赤十字病院）
のみとなっています。

② がんの治療

●  がんは全身のあらゆる臓器に発生するものであり、がんの治療については各臓器
の専門医が手術療法、薬物療法、放射線療法を行っています。

　  各臓器の専門医・認定医については、各学会において認定制度を設けており、質
の確保に努めています。また、日本看護協会においては、がん専門看護師認定制
度を設けており、がん看護の質の確保を図っています。

　  各臓器の専門医・認定医数、認定看護師数、認定薬剤師数については、がん診療ネッ
トワーク協議会に参加している7医療機関（松江赤十字病院、松江市立病院、国
立病院機構松江病院、島根大学医学部附属病院、島根県立中央病院、国立病院
機構浜田医療センター、益田赤十字病院）の状況を県ホームページで公開してい
ます。

●  がんの手術療法については、各学会等から示されている診療ガイドラインに病期
に応じた手術方法が記載されており、がん診療連携拠点病院においては、我が国
に多いがんについて診療ガイドラインに沿った手術が実施可能です。

●  がんの放射線療法については、研究の進歩により、より安全でかつ効果が高い照
射方法での実施が可能となっています。

　  特に、照射する範囲を小さくして、がんの部位のみに大量の放射線を照射できる
定位放射線照射が実施されつつあり、平成19年現在、県内では松江市立病院、
島根大学医学部附属病院に定位放射線照射が可能な放射線治療装置が設置され
ています。

　  さらに平成19年度中に、島根大学医学部附属病院並びに島根県立中央病院に高
精度の放射線治療装置が導入される予定となっています。
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●  がんの放射線療法を有効かつ安全に実施するためには、各がん診療連携拠点病
院等に放射線療法に精通した医師、放射線技師、放射線治療品質管理士が配置
されていることが重要です。

　 がんの放射線療法に関する学会等の認定制度としては、
　　・日本放射線学会認定の「放射線療法専門医」
　　・日本放射線腫瘍学会認定の「放射線専門医」
　　・日本放射線治療専門技師認定機構認定の「放射線治療専門技師」
　　・放射線治療品質管理機構認定の「放射線治療品質管理士」
　 があります。
　  しかしながら、県内における「放射線専門医」は4名、「放射線治療専門技師」は2名、
「放射線治療品質管理士」は3名（いずれも平成19年現在）と少ない現状にあり、
放射線療法に精通した医師や専門スタッフの養成及び確保が課題です。

●  がんの薬物療法についても、ここ数年の間に、さまざまな抗がん剤が開発されて
おり、治療成績の向上に大きく貢献しています。

　  一方、抗がん剤は毒性が強いことから、投与量や副作用のチェックは厳重になさ
れることが必要です。

　  こうしたことから、がんの薬物療法を効果的にかつ安全に実施するためには、各
がん診療連携拠点病院等に薬物療法に精通した医師、看護師、薬剤師等が配置
されていると同時に、栄養士等による患者支援体制が整えられていることが重要
です。

　 がんの薬物療法に関する学会等の認定制度としては、
　　・日本臨床腫瘍学会認定の「暫定指導医」「がん薬物療法専門医」
　　・日本がん治療認定医機構認定の「暫定教育医」「がん治療認定医」
　　・日本看護協会認定の「がん薬物療法認定看護師」
　　・日本病院薬剤師会認定の「がん薬物療法認定薬剤師」「がん専門薬剤師」
　 があります。
　  平成19年現在、全てのがん診療連携拠点病院に「暫定指導医」又は「暫定教育医」
が配置されていますが、「がん薬物療法専門医」は県内0名です。また、「がん化
学療法認定看護師」は県内2名、「がん薬物療法認定薬剤師」は県内2名にとどまっ
ており、薬物療法に精通した医師及びがん専門スタッフの養成が急務となってい
ます。
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③ 診断・治療に関する施設・設備の整備

●  がんの診断・治療に使用される医療機器にはさまざまなものがありますが、特に
PETに代表される放射線診断装置や放射線治療装置は高額であるため、医療機
関が導入するにあたっては、患者数の動向、専門医の確保の見通し等を含めた多
角的な検討が必要であるととともに、採算面での検討が必要です。

●  こうしたことから、がん診療連携拠点病院等における高額医療機器整備を民間で
支援していこうという機運が高まり、平成19年 7月から財団法人島根難病研究
所が実施主体となり、県や関係機関の協力のもと「がん対策募金」活動が展開さ
れています。

●  がんの薬物療法の進歩により、通院しながら薬物療法が受けられることが可能と
なってきています。現在、県内では全てのがん診療連携拠点病院に外来化学療法
室が設置されているほか、外来化学療法加算を算定している医療機関が県内に計
14ヵ所あります。
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■施策の方向性

●  国立がんセンター等で開催される医師及び医師以外のがん専門スタッフ（看護師、
薬剤師、診療放射線技師等）を対象とした研修については、各医療機関に情報
提供を行い、派遣を働きかけるとともに、派遣支援の取り組みをすすめます。

●  医師以外のがん専門スタッフ（看護師、薬剤師、診療放射線技師等）の研修が
県内で実施できるよう、研修プログラムや研修体制を検討します。

●  症例の少ないがんの診断・治療やがんの放射線療法等については、質の高い診療
を確保するため、がん診療連携拠点病院間での機能分化・役割分担について、が
ん診療ネットワーク協議会等において検討をすすめます。

　  また、上記検討結果を受けて、国等の補助金の活用などにより必要な医療機器の
整備促進を図ります。

■数値目標

指  標 現状
（H19）

目標値
備  考

平成 22 年 平成 24 年

放射線療法に精通した
医師数   4 名   6 名   8 名 ・日本放射線腫瘍学会認定の

　「放射線専門医」数

放射線療法に精通した
放射線技師数  2 名   6 名 12 名 ・ 日本放射線治療専門技師認定機構

認定の「放射線治療専門技 師」数

放射線治療の精度管理
を行う専門職数  3 名   4 名 6 名 ・放射線治療品質管理機構認定の

　「放射線治療品質管理士」数

薬物療法に精通した
医師数  0 名   6 名  12 名 ・日本臨床腫瘍学会認定の

　「がん薬物療法専門医」数

薬物療法に精通した
看護師数  2 名 4名 6名 ・日本看護協会認定の

　「がん化学療法看護認定看護師」数

薬物療法に精通した
薬剤師数   2 名   4 名 6 名

・日本病院薬剤師会認定の
　「がん薬物療法認定薬剤師」
　「がん専門薬剤師」の合計数

がん看護に精通した
看護師数  0 名 1名   2 名 ・日本看護協会認定の

　「がん専門看護師」数
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3　緩和ケアの推進
■現状と課題

●  緩和ケアに関する県民の関心は高まってきていますが、まだ緩和ケアの考え方は
県民に浸透していないといえます。

●  また、医療従事者についても、緩和ケアの概念についての理解、緩和ケアががん
の診断直後から実施されることについての理解、疼痛緩和に使用される薬剤につ
いての理解が浸透しているとは言い難い状況です。

●  緩和ケアチームを編成している医療機関は増えていますが、緩和ケアチームが編
成されている医療機関においても、緩和ケアチームへの援助依頼が多い医師と少
ない医師がある現状があり、各医療機関において院内全体で緩和ケアが推進され
る体制を整えていく必要があります。

　  また、緩和ケアチームにおいては、精神的なケアに対応できるよう精神腫瘍学に
精通した医師や看護師を含めたスタッフにより編成する必要があります。

●  緩和ケアを推進していくためには、がん診療連携拠点病院等に緩和ケアに係る専
門スタッフ（医師、看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、医療ソーシャルワー
カー等）が配置されていることが重要です。

　 緩和ケアに関する学会等の認定制度としては、
　　・日本看護協会認定の「緩和ケア認定看護師」
　　・日本看護協会認定の「がん疼痛看護認定看護師」
　 があります。
　  また、日本緩和医学会において緩和ケアに関する専門医の認定制度が検討中であ
るとともに、日本緩和医療薬学会において「緩和薬物療法認定薬剤師」認定制度
の準備がすすめられています。

　  平成19年現在、「緩和ケア認定看護師」は県内4名、「がん疼痛看護認定看護師」
は県内1名であり、まだ少ない現状にあります。

●  緩和ケアを受けている入院患者が、退院して在宅や施設において継続した緩和ケ
アが受けられるよう病院スタッフとかかりつけ医、訪問看護師との連携体制を確
立していくことが必要です。

●  かかりつけ医に対して医療用麻薬（オピオイド）の理解を深める取り組みが必要です。

●  在宅で緩和ケアを受けている患者が急性増悪した場合等に、病院がかかりつけ医
や訪問看護師からの相談に応じたり、緊急入院の受け入れを行う体制の確立が求
められています。

●  また、在宅で緩和ケアを受けている患者の介護にあたっている家族等の身体的・
精神的負担は大きいことから、こうした介護者の負担を軽減するためのレスパイト
ケア（介護者に休息をとってもらうため、短期入所や通所介護などのサービスを提
供すること）の充実が必要です。
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■施策の方向性

●  島根県緩和ケア総合推進委員会において、緩和ケアの現状と課題を整理し、今後
の方向性を検討するとともに、緩和ケアの取り組み状況についての評価を行います。

●  医師・薬剤師を対象とした緩和ケア研修プログラムの作成及びプログラムに沿っ
たモデル研修の実施について検討します。

● 看護師を対象とした緩和ケア研修事業を引き続き実施します。

●  緩和ケアに対する住民の理解を深めるため、各保健所において緩和ケアの普及啓
発を図るための講演会・座談会等を開催します。

●  在宅における緩和ケアを推進するため、各保健所単位で設置している「緩和ケアネッ
トワーク推進会議」における意見交換、医療保健福祉資源マップ等の作成、事
例検討の実施等を通じて、関係機関間の連携体制を構築します。

●  入院から在宅まで切れ目のない緩和ケアを提供するため、病院とかかりつけ医、
訪問看護ステーション、保険薬局の連携体制構築のためのモデル事業の実施につ
いて検討します。

●  レスパイトケアの充実を図るための方策について、島根県緩和ケア総合推進委員
会や緩和ケアネットワーク推進会議で検討します。

■数値目標

指  標 現状
（H19）

目標値
備  考

平成 22 年 平成 24 年

緩和ケアの基本的技術
を習得した医師数  150 名 200 名 ・県等が実施する緩和ケア研修の

受講修了者数

緩和ケアに精通した
看護師数 4名   6 名 12 名 ・日本看護協会認定の

　「緩和ケア認定看護師」数

がん疼痛ケアに精通し
た看護師数  1 名  6 名 12 名 ・日本看護協会認定の

　「がん疼痛看護認定看護師」数
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4　患者・家族等への支援
■現状と課題

●  県内には、がん患者間の交流、情報交換を目的とした患者団体があるほか、がん
患者や家族、遺族の方々がお互いの療養体験を語り、励ましあうとともに、情報
交換・意見交換を行ったり、学習会を行うことを目的とした交流の場である「がん
サロン」が県内19ヵ所（平成 20年 3月現在）に開設されています。

　 また、がん患者や家族を支えるNPO法人も開設されています。

●  平成19年度から県ホームページの「しまねのがん対策」内に、『県内のがん患者団体・
支援団体の情報』のコーナーを設け、県内の患者団体や「がんサロン」の活動内
容の紹介、学習会等のお知らせを掲載しており、ホームページを通じての患者団体・
がんサロン間の情報交換・活動交流の場となっています。

●  県内6ヵ所のがん診療連携拠点病院には、がん相談支援センターが開設されて
おり、医療ソーシャルワーカー（MSW）や看護師等の専任相談員ががんに関する
相談に対応しています。

　  また、拠点病院以外の医療機関においても医療ソーシャルワーカー等の相談員が
がん患者・家族等への相談・支援を行っています。

　  今後、県民に対して、がん相談支援センターのPRを広く行っていくこと必要です。

●  患者団体の役員や「がんサロン」のお世話役を担っている方々に、がん患者や家族、
遺族の方からの相談が増えてきており、こうした相談対応をしておられる方を支え
ていくための研修制度や支援体制を整えていくことが必要です。

●  医療関係者からがん患者や家族へのがん告知・病状説明については、患者・家族
の心情も酌み取りながら、最大限の配慮をしつつ説明を行う必要があります。こう
したいわゆる“悪い知らせ”をいかに伝えるかについて、医療関係者の質の向上
が望まれると同時に、患者・家族も医療関係者によい伝えかたについて提案して
いくことが望まれます。
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■施策の方向性

●  県ホームページ「しまねのがん対策」のリニューアルをすすめるとともに、『がん患
者団体・支援団体の情報』コーナーを患者団体や「がんサロン」の情報交換・活
動交流の拠点として位置づけ、充実強化を図ります。

●  がん患者団体や「がんサロン」間の情報交換、活動交流を支援することにより、
患者団体等のネットワークづくりを支援します。

●  がん患者・家族・遺族等の相談を行っている患者団体の役員やお世話役の方 を々
対象とした研修会を開催することにより、患者団体等の活動を支援します。

●  がん患者・家族・遺族等と県及びがん診療連携拠点病院との意見交換会を開催し
ます。

●  がん相談支援センター相談員を対象とした研修会を開催するとともに、相談員と
患者団体等との意見交換を開催することなどにより、相談員の資質向上を支援しま
す。

■数値目標

指  標 現状
（H19）

目標値
備  考

平成 22 年 平成 24 年

がん患者・家族等と県・
がん診療連携拠点病院
との意見交換会の開催

 1 回 年 4回以上 年 4回以上
・ がん患者・家族等と県との意見交換
会は年 4回以上開催、 さらに拠点病
院も含めた意見 交換会も開催する。

拠点病院に設置されて
いる「がん相談支援セ
ンター」の認知度

 50%   60% ・ 県民を対象としたアンケート   調査
で把握する。
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 5　がん登録の推進
■現状と課題

●  がん対策を推進していくためには、がんの発生動向を的確に把握することが不可
欠です。また、がんの医療水準を的確に評価するためには、がん患者を登録し、
登録した患者のその後の状況を追跡していくことが必要です。

　  こうしたことから、精度の高いがん登録を推進し、その後の追跡調査も含めて実
施していくことは、がん対策の推進を行うための基礎データとして重要であるとと
もに、がん対策の評価を行う上でも非常に重要です。

●  がん登録を行うにあたっては、診療記録・診療情報を管理する専門職である診療
情報管理士の配置が重要です。診療情報管理士は、日本病院会が認定する資格
であり、県内の病院には計37名が在籍しています。

　  さらに、日本診療録管理学会においては、がん登録に必要な知識・技術をもって
実務にあたる専門職である「腫瘍登録士」の認定を行うことが検討されています。

●  がん登録には、「院内がん登録」「地域がん登録」「臓器別がん登録」の3つの方
法があります。県内においては、肺がんや子宮がんをはじめ一部の臓器について
の「臓器別がん登録」は行われていましたが、各医療機関において、受診した全
てのがん患者を対象として登録を行う「院内がん登録」や県内全ての医療機関で
がんと診断した患者を登録・集計する「地域がん登録」はこれまで取り組まれてい
ませんでした。

●  県内6ヵ所のがん診療連携拠点病院においては、平成17年1月1日から、厚生
労働省から示されている標準登録項目による院内がん登録が開始されています。

　  また、上記拠点病院において登録されたデータは、全県集計を行い、その結果
は県ホームページで公表することとしています。

●  平成17年度に設置した「がん診療ネットワーク協議会」は、目的のひとつとして、
院内がん登録の推進を掲げていることから、協議会の下部組織として「実務担当
者会議」を設置し、実務担当者会議において、標準登録項目についての研修会
の開催、登録漏れを少なくするための方策や集計項目・集計方法についての検討
等を行うことにより、登録精度を上げるための取り組みがすすめられています。

●  平成19年度からは、標準登録項目に沿った院内がん登録を行う医療機関を増や
すため、「がん診療ネットワーク協議会」にがん診療連携拠点病院以外への参加
を促すこととしており、平成19年度からは国立病院機構松江病院が協議会に参
加しています。
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■施策の方向性

●  県内の医療機関に対し、標準登録項目による院内がん登録の実施を働きかけ、院
内がん登録が実施可能な医療機関に対しては、「がん診療ネットワーク協議会」へ
の参加を促すことにより、院内がん登録実施医療機関の増加を目指します。

●  標準登録項目による院内がん登録の結果を全県で集計・分析し、その結果を県ホー
ムページ等を通じて、広く県民に公表します。

　  また、院内がん登録された方の追跡調査も実施し、生存率等も分析することとし
ます。

●  県内全ての医療機関においてがんと診断された患者を登録する「地域がん登録」
の実施に向けて関係機関との協議を開始します。

●  がん登録を実施するにあたっては、個人情報保護に十分留意します。

■数値目標

指  標 現状
（H19）

目標値
備  考

平成 22 年 平成 24 年

院内がん登録を実施
している医療機関数  7 ヵ所  10 ヵ所  12 ヵ所

・ 標準登録項目に沿った院内がん登
録を実施し、県内集計に参加 して
いる医療機関数
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6　情報提供の推進
■現状と課題

●  がんに関する情報としては、がん予防に関する情報、がん医療機能に関する情報、
患者支援に関する情報などがあります。

　  このうち、がん予防に関する情報は、県ホームページの「健康長寿しまねの推進」
及び「健康増進対策」に、がん医療機能及び患者支援に関する情報は「しまねの
がん対策」に掲載しています。

●  県内でがん検診が受けられる医療機関の一覧表などがん予防に関する情報を充実
してほしいという声があるとともに、がん患者や家族の方からは、がんの医療機能
に関する情報をもっと提供してほしいという声が多く寄せられています。

●  こうした声を受け、がん診療ネットワーク協議会に参加している県内7ヵ所の病院
におけるがん医療機能（がん専門スタッフの数、放射線治療装置や外来化学療法
室の設置状況、緩和ケア実施体制や相談体制等）を県ホームページに掲載してい
ます。

●  また、医療法等の改正により、平成19年度以降、すべての医療機関、助産所、
薬局は法令に基づいてそれぞれの持つ医療機能を都道府県に報告し、都道府県
はその結果を取りまとめホームページ等により公表する「医療機能情報提供制度」
が開始されることとなっています。

●  今後は、がんに関する医療機能の情報だけでなく、がん診療連携拠点病院で実
施している治療の内容、例えば各医療機関で定めている薬物療法に関する治療レ
ジメン（抗がん剤、輸液、制吐剤などの支持療法薬の投与に関する時系列的な治
療計画）の有無、抗がん剤の治験の実施状況などについても検討していくことが
望まれます。
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■施策の方向性

●  県ホームページ「しまねのがん対策」をリニューアルし、がんの予防、がん検診、
がん医療機能、患者支援など、がんに関する情報が一元的に閲覧することができ
るよう整理・拡充します。

●  県ホームページ「しまねのがん対策」内に「しまねのがん医療機能」コーナーを
開設し、「医療機能情報提供制度」で提供する医療機能のうち、がんに関する医
療機能を再構成して情報提供します。

●  薬物療法にかんする治療レジメンの有無など、各医療機関が実施している治療内
容について、県ホームページ等を通じて公表する方向で検討します。

●  患者団体や「がんサロン」に対して、がんに関する情報提供を積極的に行うとともに、
患者団体や「がんサロン」の活動状況を把握し、県ホームページに掲載します。

●  がん診療連携拠点病院など医療機関が行っている研修会や市民公開講座などの取
り組みについても、随時県ホームページに掲載します。

■数値目標

指  標 現状
（H19）

目標値
備  考

平成 22 年 平成 24 年

県ホームページ
「しまねのがん対策」
へのアクセス数

月平均
  3,000件

月平均
 4,000 件

月平均
 5,000 件
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7　がんに関する教育・研究の推進
■現状と課題

●  島根大学医学部においては、学部全体でがんの基礎研究、臨床研究に取り組ま
れています。領域横断的な活動組織である腫瘍センターの設立に伴い、基礎、臨
床部門の成果を統合した新たな研究展開が今後は期待できます。

●  また、島根大学医学部においては、大学院医学研究科に「腫瘍専門医育成コース」
を開設して、がんの研究能力と臨床能力を併せ持った専門医の育成に取り組まれ
ています。

●  島根大学においては、鳥取大学・広島大学と共同で実施する、がん医療の担い手
となる高度な知識・技術を持つがん専門医及びがん専門スタッフ（看護師、薬剤
師等）の養成を行う「がんプロフェッショナル養成プラン」

　  （『銀の道で結ぶがん医療人養成コンソーシアム』）が文部科学省で採択され、平
成19年度から5年間の予定で取り組まれることとなっています。

　  このプログラムにより、3大学が連携して相互補完を行いながら、がん医療に携
わる人材育成を効率よく行うこととなっており、具体的取り組みとして、

　　 1）医療技術の相互の相互の向上を図る人材交流や単位互換
　　 2）e-learningsystemを用いた学習システムやテレビ会議
　　 3） がん専門スタッフを対象とした講習会や講演会、合同カンファレンスの開催

による教育機会の提供
　　 4）3大学合同ミニシンポジウムによる相互評価
　  を行うこととなっています。

●  島根県立大学短期大学部看護学科においては、県内で活動している自主グルー
プ間で ITを活用した情報ネットワークの構築を行い、この情報ネットワークを通
じた実践活動を通じて看護職を目指す学生に生活者の理解を養うことを目的とした
「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」（『地域を基盤とする看護教育への変革
―自主グループ支援ネットワークの構築』）が文部科学省で採択され、平成19年
度から3年間の予定で取り組まれることとなっています。

　  具体的には、市民・学生・行政や医療機関等の関係者・大学の4者の連携拠点と
して「地域連携ステーション」を大学内に設置し、このステーションで、自主グルー
プの支援を行いながら、地域基盤型の看護教育を実践していくこととなっています。

　  この情報ネットワーク構築により支援を行う自主グループのひとつとして、「がんサ
ロン」が考えられています。

●  県内のがん診療連携拠点病院やその他の医療機関においてもがんの症例研究等
が実施されているほか、多大学共同研究として大学が行っている臨床研究への参
加や厚生労働省が行っている厚生科学研究への参加が行われています。

●  県においては、院内がん登録の全県集計及び分析集計について、島根大学医学
部に研究委託するなど、がんに関する島根大学の取り組みに関して協力及び支援
を行っています。



20

■施策の方向性

●  島根大学における「がんプロフェッショナル養成プラン」における取り組みと連携
を図り、県内のがん専門医やがん専門スタッフに対する研修等が体系的に行われ
るよう関係機関等との調整を図ります。

●  また、島根県立大学短期大学部看護学科で取り組まれている「現代的教育ニーズ
取組支援プログラム」における取り組みと連携を図りながら、がん患者団体等のネッ
トワーク構築を支援します。

●  抗がん剤などの臨床試験が、県内の医療機関において実施できるようになるため
には、どのような体制を構築すればよいか検討を行います。
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項目

実　施　主　体

行　政
医療機関 検診実施機関 県民、患者・家族

県 市町村

○ がん予防の推進

が
ん
の
１
次
予
防

〈
健
康
増
進
全
般
〉

・ 島根県健康増進計
画に基づいた健康
づくり活動を推進す
る
・ 生活習慣の改善が
がんの一次予防に
つながることを啓発
する

・ 市町村健康増進計
画に基づいた健康
づくり活動の推進
・ 生活習慣の改善が
がんの一次予防に
つながることを啓発
する

・ 受診者やその家族
等に対し、がん予防
に関する情報を提
供する

・ 検診受診者に対し、
がん予防に関する情
報を提供する

・ 健康づくり活動に積
極的に参加する
・ 生活改善の取り組
みをすすめる

が
ん
の
１
次
予
防
〈
た
ば
こ
対
策
〉

未成年者の喫煙防止
～防煙～
・ 喫煙防止教育の実
施
・ 保護者の意識を高
める働きかけ
・ 学校敷地内禁煙等
の推進

受動喫煙防止
～分煙～
・ 公共施設の受動喫
煙防止に向けた働
きかけ
・ たばこの煙のない飲
食店の拡大

禁煙サポート
～禁煙～
・ 禁煙希望者への支
援

普及啓発
・ キャンペーン、ホーム
ページ等による県民
への啓発

・ 受動喫煙防止対策
の推進
・ 禁煙等の相談体制
の確保
・ 学校敷地内の禁煙
・ 未成年者の喫煙防
止の啓発･指導
・ 禁煙希望者へのサ
ポート体制の充実
・住民への啓発

受動喫煙防止
・ 医療機関の禁煙

禁煙サポート体制の
整備
・ ニコチン依存症管理
料の届出ができる医
療機関となるよう体
制を整備

・ 検診受診者に対し、
喫煙による健康へ
の影響や禁煙方法
に関する情報を提
供する

・ 喫煙の健康への悪
影響について知識
を得て、家庭・地域
ぐるみで未成年者
の喫煙防止や受動
喫煙防止等に取り
組む

が
ん
の
２
次
予
防
〈
早
期
発
見
・
早
期
受
診
〉

・ 検診の精度管理、事
業評価（生活習慣
病検診管理指導協
議会の開催）
・ がん検診従事者の
資質向上（従事者講
習会の開催）
・ 啓発活動（効果的
な啓発方法の検討
等）

・ 検診実施体制の整
備
・ 受 診 勧 奨（ 啓 発
等）
・ 健診結果に応じた
個別支援（精検の受
診勧奨等）　　
・ 検診事業の評価

・ がん検診を受託す
るなどにより、がん
検診の実施に協力
する

・ 受診者が増えるよう
な検診の工夫
・ 検診の精度向上の
取り組み（事業評価
の実施、研修会の受
講など）

・ がん検診に関する
情報を積極的に入
手し、がん検診を受
診する
・ 家族や所属するグ
ループ、団体等でが
ん検診を受ける取り
組みをすすめる
・ がん検診を受け や
すくするための要望
などを行政に提案
する　
・ 精密検査が必要と
なった場合は必ず受
診する

第 4章
計画の推進に係る各機関等の役割
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項
目

実　施　主　体
行　政 医療機関 関係団体

 （看護協会、
薬剤師会等）

県民、患者・家族
県 市町村 がん診療連携         

拠点病院
拠点病院以外
の医療機関

○ 医療水準の向上

医
療
水
準
の
向
上

・ がん診療におけ
る病院間の役
割分担について
の検討（がん診
療ネットワーク
協議会で検討） 
・ がん専門スタッ
フの専門研修派
遣への支援
・ 医師以外のが
ん専門スタッフ
を対象とした研
修プログラムの
検討

・ がん診療を行っ
ている医療機関
の医療機能を県
などからの情報
をもとに把握

・ 各病院における
がん診療体制の
方向性の確立

・ 医療機関間の
連携による切れ
目のない医療の
提供

・ 専門職の質の向
上のための研修
会の開催

・ 県内のがん医療
機能の現状を知
るとともに、今
後必要な医療
機能について提
案   

緩
和
ケ
ア
の
推
進

・ 島根県緩和ケア
総合推進委員会
の開催      
・ 医師等を対象と
した緩和ケア研
修の開催
・ 各保健所にお
いて「緩和ケア
ネットワーク会
議」を開催し、
在宅緩和ケアを
推進
・ 緩和ケアについ
ての普及啓発を
図るための講演
会等の開催  

・ 緩和ケアの概念
等についての普
及啓発

・ 院内緩和ケア
チーム体制の確
立
・ 緩和ケアに関す
る研修会の開
催
・ 各保健所が開
催する「緩和ケ
アネットワーク
会議」への参画

・ 緩和ケアに関す
る研修会への
参加
・ 各保健所が開
催する「緩和ケ
アネットワーク
会議」への参画

・ 専門職の質の向
上のための研修
会の開催

・ 講演会に参加す
ることなどによ
り緩和ケアに関
する理解を深め
る  
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項

目

実　施　主　体
行　政 医療機関 関係団体

 （看護協会、薬
剤師会等）

県民、患者・家族
県 市町村 がん診療連携         

拠点病院
拠点病院以外
の医療機関

　○ 患者・家族等への支援

相
談
対
応
等

・ がんに関する相
談への対応

・ がんに関する相
談への対応
・ 県や拠点病院
の相談支援支
援センター等の
相談窓口の紹
介  

・ がん相談支援セ
ンターにおける
相談への対応   

・ がんに関する相
談への対応

・ 県等が実施する
がんに関する相
談に関する後方
支援

・ 県や拠点病院
の相談支援セン
ター等の相談窓
口を積極的に利
用する

・ 県ホームページ
「患者団体・支
援団体の情報」
コーナーを患者
団体等の交流
拠点として位置
づけての情報発
信
・ 患者団体等と県
及びがん拠点病
院との意見交換
会の開催

・ 患者団体等へ
の情報提供の
実施

・ 患者団体等へ
の情報提供等
の実施

・ 患者団体等へ
の情報提供等
の実施

・ 患者団体が企
画する研修会の
支援（講師派遣
等）

・ 療養生活を行う
上で困ったこと
などについての
患者団体等へ
の相談
・ 患者団体等の
活動への参加

　○ がん登録の推進

院
内
が
ん
登
録

・ 院内がん登録の
全県集計結果
の公表
・ がん診療ネット
ワーク協議会等
を通じての、標
準登録項目に
沿った院内がん
登録の実施の
働きかけ

・ 院内がん登録の
内容を理解し、
市町村が実施す
るがん対策に活
用

・ 標準登録項目に
沿った院内がん
登録実施体制
の確立と全県集
計への参加               
・ より精度の高い
院内がん登録実
施に向けての手
法の検討
・ 院内がん登録の
結果を基にした
がん診療体制
の強化

・ 標準登録項目に
沿った院内がん
登録の実施体
制の確立及び
全県集計への
参加

・ 標準登録項目に
沿った院内がん
登録の理解を
深める

・ 院内がん登録の
全県集計結果
の正しい理解と
活用

　○ 情報提供の推進

情
報
提
供
の
推
進

・ 県ホームページ
「しまねのがん
対策」による情
報提供
・ 患者団体等へ
の出張講座によ
る情報提供
・ がんに関する相
談への対応

・ がんに関する情
報提供        

・ 各病院における
がん医療機能に
関する情報提供
・ 一般市民を対象
としたがん医療
に関する講演会
等の開催

・ 各医療機関にお
けるがん医療機
能に関する情報
提供

・ がんの診断・治
療に関する情報
提供を行う

・ 県ホームページ
や拠点病院の
相談支援セン
ター等を通じて
がん情報を取得
し活用  
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（1）計画の推進
●  本計画の推進にたっては、「第4章　計画の推進に係る各機関の役割」で示している
ように、県、市町村、がん診療連携拠点病院、各医療機関、検診機関などの関係機
関、県民及び患者団体等がそれぞれの役割を認識するとともに、互いに連携を図るこ
とが必要です。

●  また、計画の推進にあたっては、健康長寿しまね推進計画の策定及び進行管理を行う
「健康長寿しまね推進会議」、がん検診の精度管理を行う「生活習慣病検診管理指導
協議会」、院内がん登録の推進とがん診療の役割分担等を検討する「がん診療ネット
ワーク協議会」、緩和ケアに関する事業の検討を行う「緩和ケア総合推進委員会」に
おける協議・検討を踏まえ取り組んでいくこととします。

（2）計画の評価
●  本計画の策定及び計画の評価を行うにあたっては、患者、医療関係者、関係団体、
学識経験者等からなる「がん対策推進協議会」の意見を聞くこととします。

　  したがって、「がん対策推進協議会」は少なくとも毎年1回秋に開催し、計画の進捗
状況について報告し、検討することとします。

●  特に、本計画においては、具体的数値目標を定めていることから、定めた数値目標及
びその他のがんに関する指標について、毎年評価を行い、その結果を「がん対策推
進協議会」をはじめとする各種会議に提示し、検討するととともに、評価の結果を県
ホームページ等により公表することとします。

第5章
計画の推進及び評価
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資料編

 島根県がん対策推進協議会設置要綱

（目的）
　第一条 　  島根県が行うがん対策基本法（平成18年法律第98号）第11条第1項に規定する「都

道府県がん対策推進計画」の策定及び進行管理に関する事項等を検討するため、島
根県がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（組織）
　第二条 　 協議会は、別表に掲げる者をもって構成する。

（委員の任期）
　第三条 　  協議会の委員の任期は、2年とする。ただし、最初に任命された委員の任期については、

任命された日の属する年の翌々年の3月31日までとする。
　　　2　　 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　　　3　　 委員は、再任されることができる。

（会長）
　第四条 　 協議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。
　　　2　　 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。
　　　3　　  会長に事故があるときには、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（専門部会）
　第五条 　  協議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門部会を設置すること

ができる。

（議事）
　第六条 　  協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。
　　　2　　  協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。

（庶務）
　第七条 　 協議会の庶務は、島根県健康福祉部医療対策課において処理する。

（雑則）
　第八条 　  この要綱に定めるもののほか、議事の手続きその他協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮って定める。

  附　則
　この要綱は、平成19年11月14日から施行する。
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 島根県がん対策推進協議会委員名簿

氏　名 所属・役職 備考

安部　睦美 松江市立病院緩和ケア科長

石倉　浩人 島根大学医学部附属病院腫瘍センター長

池田　　勉
日本対がん協会島根県支部

（島根県環境保健公社　健診管理課長）

尾﨑　信弘 島根県立中央病院外科診療部長

川合　政惠 島根県看護協会副会長

多久和和子
ほっとサロン（お世話係）

（島根大学医学部附属病院内サロン）

武田　博士 島根県医師会常任理事（隠岐病院長）

竹田美代子 あけぼの会島根県支部長

中尾千代子
松江市健康福祉部健康推進課成人・

高齢者保健係長

直良　浩司 島根県病院薬剤師会副会長

納賀　良一 がんケアサロン代表（益田市）

日野　理彦 国立病院機構　浜田医療センター院長

平野　文子 島根県立大学短期大学部看護学科准教授

福原　康夫 日本オストミー協会島根県支部長

湯原　紀二 島根県生活習慣病検診管理指導協議会長

（50音順、敬称略）
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 がん対策基本法　　　　　　　　　　　  平成 18年法律第 98 号　平成 18 年 6月 23 日公布

目次
　第 1章 　 総則（第 1条―第 8条）
　第 2章 　 がん対策推進基本計画等（第 9条―第 11条）
　第 3章 　 基本的施策
　　　　 　 第 1節　がんの予防及び早期発見の推進（第 12条・第 13条）
　　　　 　 第 2節　がん医療の均てん化の促進等（第 14条―第 17条）
　　　　 　 第 3節　研究の推進等（第 18条）
　第 4章 　 がん対策推進協議会（第 19条・第 20条）
　附　則

第 1章　総則

（目的）
第 1条 　 この法律は、我が国のがん対策がこれまでの取組により進展し、成果を収めてき

たものの、なお、がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている等がん
が国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状にかんがみ、がん対
策の一層の充実を図るため、がん対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、
医療保険者、国民及び医師等の責務を明らかにし、並びにがん対策の推進に関す
る計画の策定について定めるとともに、がん対策の基本となる事項を定めること
により、がん対策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

（基本理念）
第 2条 　  がん対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。
　 一　　 がんの克服を目指し、がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進する

とともに、がんの予防、診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を
普及し、活用し、及び発展させること。

二　　 がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく科学的知見に基づく適切ながん
に係る医療（以下「がん医療」という。）を受けることができるようにすること。

三　　 がん患者の置かれている状況に応じ、本人の意向を十分尊重してがんの治療方法
等が選択されるようがん医療を提供する体制の整備がなされること。

（国の責務）
第 3条 　 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、がん

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）
第 4条 　  地方公共団体は、基本理念にのっとり、がん対策に関し、国との連携を図りつつ、

自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務
を有する。
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（医療保険者の責務）
第 5条 　 医療保険者（介護保険法（平成 9年法律第 123 号）第 7条第 7項に規定する医

療保険者をいう。）は、国及び地方公共団体が講ずるがんの予防に関する啓発及
び知識の普及、がん検診に関する普及啓発等の施策に協力するよう努めなければ
ならない。

（国民の責務）
第 6条 　  国民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす影響等がんに関す

る正しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払うよう努めるとともに、必要
に応じ、がん検診を受けるよう努めなければならない。

（医師等の責務）
第 7条 　 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずるがん対策に協力し、が

んの予防に寄与するよう努めるとともに、がん患者の置かれている状況を深く認
識し、良質かつ適切ながん医療を行うよう努めなければならない。

（法制上の措置等）
第 8条 　 政府は、がん対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を

講じなければならない。

第 2章　がん対策推進基本計画等

（がん対策推進基本計画）
第 9条 　 政府は、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、がん対策の推進に関す

る基本的な計画（以下「がん対策推進基本計画」という。）を策定しなければな
らない。

　 　2　　 がん対策推進基本計画に定める施策については、原則として、当該施策の具体的
な目標及びその達成の時期を定めるものとする。

　 3　　 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけれ
ばならない。

　 4　　 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成しようとするときは、関係行
政機関の長と協議するとともに、がん対策推進協議会の意見を聴くものとする。

　 5　　 政府は、がん対策推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報告
するとともに、インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければな
らない。

　 6　　 政府は、適時に、第 2項の規定により定める目標の達成状況を調査し、その結果
をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

　 7　　 政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びがん対策の効果に関する評
価を踏まえ、少なくとも 5年ごとに、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要
があると認めるときには、これを変更しなければならない。

　 8　　 第 3項から第 5項までの規定は、がん対策推進基本計画の変更について準用する。
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（関係行政機関への要請）
第 10条　 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対して、がん

対策推進基本計画の策定のための資料の提出又はがん対策推進基本計画において
定められた施策であって当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な
要請をすることができる。

（都道府県がん対策推進計画）
第 11条　 都道府県は、がん対策推進基本計画を基本とするとともに、当該都道府県におけ

るがん患者に対するがん医療の提供の状況等を踏まえ、当該都道府県におけるが
ん対策の推進に関する計画（以下「都道府県がん対策推進計画」という。）を策定
しなければならない。

　　　2　 都道府県がん対策推進計画は、医療法（昭和 23年法律第 205 号）第 30条の 4
第 1項に規定する医療計画、健康増進法（平成 14年法律第 103号）第 8条第 1
項に規定する都道府県健康増進計画、介護保険法第 118 条第 1項に規定する都
道府県介護保険事業支援計画その他の法令の規定による計画であって保健、医療
又は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

　　　3　 都道府県は、都道府県がん対策推進計画を策定したときは、遅滞なく、これを公
表しなければならない。

　　　4　 都道府県は、当該都道府県におけるがん医療に関する状況の変化を勘案し、及び
当該都道府県におけるがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも 5年ご
とに、都道府県がん対策推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、
これを変更しなければならない。

　　　5　 第 3項の規定は、都道府県がん対策推進計画の変更について準用する。

第 3章　基本的施策

第 1節　がんの予防及び早期発見の推進

（がんの予防の推進）
第 12条　 国及び地方公共団体は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生活環境が健

康に及ぼす影響に関する啓発及び知識の普及その他のがんの予防の推進のために
必要な施策を講ずるものとする。

（がん検診の質の向上等）
第 13条　 国及び地方公共団体は、がんの早期発見に資するよう、がん検診の方法等の検討、

がん検診の事業評価の実施、がん検診に携わる医療従事者に対する研修の機会の
確保その他のがん検診の質の向上等を図るために必要な施策を講ずるとともに、
がん検診の受診率の向上に資するよう、がん検診に関する普及啓発その他の必要
な施策を講ずるものとする。
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第 2節　がん医療の均てん化の促進等

（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成）
第 14条　 国及び地方公共団体は、手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる

専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成を図るために必要
な施策を講ずるものとする。

（医療機関の整備等）
第 15条　 国及び地方公共団体は、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しくそのが

んの状態に応じた適切ながん医療を受けることができるよう、専門的ながん医療
の提供等を行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。

　　　2　 国及び地方公共団体は、がん患者に対し適切ながん医療が提供されるよう、国立
がんセンター、前項の医療機関その他の医療機関等の間における連携協力体制の
整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。

（がん患者の療養生活の質の維持向上）
第 16条　 国及び地方公共団体は、がん患者の状況に応じて疼（とう）痛等の緩和を目的と

する医療が早期から適切に行われるようにすること、居宅においてがん患者に対
しがん医療を提供するための連携協力体制を確保すること、医療従事者に対する
がん患者の療養生活の質の維持向上に関する研修の機会を確保することその他の
がん患者の療養生活の質の維持向上のために必要な施策を講ずるものとする。

（がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等）
第 17条　 国及び地方公共団体は、がん医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を整備

するために必要な施策を講ずるとともに、がん患者及びその家族に対する相談支
援等を推進するために必要な施策を講ずるものとする。

　　　2　 国及び地方公共団体は、がん患者のがんの罹（り）患、転帰その他の状況を把握し、
分析するための取組を支援するために必要な施策を講ずるものとする。

第 3節　研究の推進等

第 18条　 国及び地方公共団体は、がんの本態解明、革新的ながんの予防、診断及び治療に
関する方法の開発その他のがんの罹患率及びがんによる死亡率の低下に資する事
項についての研究が促進され、並びにその成果が活用されるよう必要な施策を講
ずるものとする。

　　　2 国及び地方公共団体は、がん医療を行う上で特に必要性が高い医薬品及び医療機
器の早期の薬事法（昭和 35年法律第 145 号）の規定による製造販売の承認に資
するようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びにがん医療に係る標準的な治療
方法の開発に係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために必要な施策を講
ずるものとする。
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第 4章　がん対策推進協議会

第 19条　 厚生労働省に、がん対策推進基本計画に関し、第 9条第 4項（同条第 8項におい
て準用する場合を含む。）に規定する事項を処理するため、がん対策推進協議会（以
下「協議会」という。）を置く。

第 20条　協議会は、委員 20人以内で組織する。
　　　2 協議会の委員は、がん患者及びその家族又は遺族を代表する者、がん医療に従事

する者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。
　　　3 協議会の委員は、非常勤とする。
　　　4　 前 3項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で

定める。

附　則

（施行期日）
第 1条　　 この法律は、平成 19年 4月 1日から施行する。

（厚生労働省設置法の一部改正）
第 2条 　 厚生労働省設置法（平成 11年法律第 97号）の一部を次のように改正する。
　　　　　第 4条　第 1項　第 17号の次に次の 1号を加える。
　　　　　　　　　 17 の 2 がん対策基本法（平成 18 年法律第 98 号）第 9条第 1項に規

定するがん対策推進基本計画の策定及び推進に関すること。

　　　　　第 6条　 第 2項中「独立行政法人評価委員会」を「独立行政法人評価委員会がん
対策推進協議会」に改める。

　　　　　第 11条の 2の次に次の 1条を加える。
　　　　　　（がん対策推進協議会）
　　　　　　第 11条の 3　 がん対策推進協議会については、がん対策基本法（これに基づ

く命令を含む。）の定めるところによる。
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島根県がん対策推進条例　　　　　　　　　平成18年 9月 29 日　島根県条例第 48号

（目的）
第 1条 　 この条例は、がんが県民の疾病による死亡の最大の原因となっている等がんが県

民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状にかんがみ、質の高いが
ん医療（科学的な知見に基づく適切ながんに係る医療をいう。以下同じ。）の実
現並びにがんの予防及び早期発見の推進を図るため、がん対策を総合的に推進す
ることを目的とする。

（がん医療の水準の向上）
第 2条 　 県は、がん診療連携拠点病院（厚生労働省が定める指針に基づき厚生労働大臣が

指定する病院をいう。以下同じ。）その他の医療機関等の間における連携協力体
制を整備すること、医療機関におけるがん医療を提供する体制の強化を支援する
こと、医療機関に対してがん医療に関する情報を提供することその他の県内にお
けるがん医療の水準の向上のために必要な施策を講ずるものとする。

（県民に対するがん医療に関する情報の提供）
第 3条 　 県は、県民に対して県内のがん診療連携拠点病院のがん医療に関する機能その他

のがん医療に関する情報の提供を行うために必要な施策を講ずるものとする。

（がんの予防及び早期発見の推進）
第 4条 　 県は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生活環境が健康に及ぼす影響に

関する啓発及び知識の普及その他のがんの予防の推進のために必要な施策を講ず
るものとする。

2 　 県は、がんの早期発見に資するよう、がん検診の方法等の検討、がん検診に携わ
る医療従事者に対する研修の機会の確保その他のがん検診の質の向上等を図るた
めに必要な施策を講ずるとともに、県民のがん検診の受診率の向上を図るために
必要な施策を講ずるものとする。

（緩和ケアの推進）
第 5条 　 県は、地域における緩和ケア（疾病による身体的な苦痛並びに精神的及び社会的

な不安の軽減を主たる目的とする医療、看護その他の行為をいう。以下この条に
おいて同じ。）に関する関係機関及び関係団体の間における連携協力体制の整備
の支援その他のがん患者に対する緩和ケアを推進するために必要な施策を講ずる
ものとする。

（患者会等の活動の支援）
第 6条 　 県は、がん患者、その家族等により構成される県内の民間団体（第 8条において

「患者会等」という。）が行うがん患者の療養生活及びその家族の生活に対する活
動を支援するために必要な施策を講ずるものとする。

（県民の理解及び関心を深めるための施策）
第 7条 　 県は、県民のがん対策に関する理解及び関心を深めるため、広報活動その他の必

要な施策を講ずるものとする。
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（国等との連携）
第 8条 　 県は、国、市町村、医療関係団体、医療機関、患者会等その他の関係機関及び関

係団体との連携を図りつつ、がん対策を推進するものとする。

  附　則
この条例は、公布の日から施行する。
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「がん診療連携拠点病院」とは
全国どこに住んでいても質の高いがんの医療が受けられるように、厚生労働大臣が指定して
いる病院です。
がん診療連携拠点病院は、「都道府県がん診療連携拠点病院」と「地域がん診療連携拠点病院」
があり、島根県内では下記の 6つの病院がそれぞれ指定を受けています。がん診療連携拠点病
院には、がん患者及びその家族の相談窓口である「がん相談支援センター」が開設されています。

■都道府県がん診療連携拠点病院

  ① 国立大学法人島根大学医学部附属病院

 ■地域がん診療連携拠点病院

  ① 松江市立病院

   ② 松江赤十字病院

   ③ 島根県立中央病院

   ④ 独立行政法人国立病院機構浜田医療センター

   ⑤ 益田赤十字病院
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「がん相談支援センター」窓口一覧
県内 6ヵ所のがん診療連携拠点病院には、患者及びその家族のがんに対する不安や疑問に適
切に対応するための相談窓口が開設されており、医療ソーシャルワーカー（MSW）や看護師
等の専任相談員が、がんに関する相談に対応しています。

  医療機関名 連絡先 相談時間 窓　口

都道府県
がん診療連携拠点
病院

島根大学
医学部附属病院

電話：0853-20-2518（直通）
FAX：0853-20-2063

平日（月～金曜日）
8時30分～17時15分 医療相談支援室

地域
がん診療連携拠点
病院

松江市立病院 電話：0852-60-8083（直通）
FAX：0852-60-8081

平日（月～金曜日）
9時00分～17時00分 地域医療室

松江赤十字病院 電話：0852-32-7022（直通）
FAX：0852-32-6955

平日（月～金曜日）
8時20分～17時00分 医療社会事業部

島根県立中央病院 電話：0853-30-6500（直通）
FAX：0853-20-6508

平日（月～金曜日）
9時00分～17時00分

地域医療連携室
地域医療連携科

独立行政法人
国立病院機構
浜田医療センター

電話：0855-22-3493（直通）
FAX：0855-22-3499

平日（月～金曜日）
8時30分～17時15分 地域医療連携室

益田赤十字病院
電話：0856-22-1480
    （内線166,167）
FAX：0856-24-2318

平日（月～金曜日）
8時20分～17時00分 医療社会事業部



37

0.0
平成 8年 平成 9年 平成 10 年 平成 11 年平成 12 年平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年平成 16 年 平成 17 年

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

170.0年
齢
調
整
死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

男女計 男性 女性

155.9

137.3
139.8 139.8

146.146.99

131.8

125.2

132.9
130.8 131.5

109.4

99.7 99.8 99.6 98.7
96.896.8

90.6
94.1 95.1 93.8

71.4

66.9 66.2 65.8

57.8

67.067.0

62.1 62.6 64.4
60.6

 統計資料

がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の年次推移



38

資料編

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

全国 島根県
155.9

148.3

144.4
143.7

141.0

138.4

134.4

130.0

126.8
126.0

122.1

137.3

139.8 139.8

146.9

131.8

125.2

132.9

130.8 131.5

平成 8年 平成 9年 平成 10 年 平成 11 年平成 12 年平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年平成 16 年 平成 17 年

がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の年次推移 男　性



39

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

全国 島根県

73.8

平成 8年 平成 9年 平成 10 年 平成 11 年平成 12 年平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年平成 16 年 平成 17 年

71.471.4

66.9
66.2

65.8

73.0
72.2 71.7

57.8

70.7

67.0

69.8

62.1

67.4

62.6

65.9

64.4

67.0

60.6

65.6

がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の年次推移 女　性



40

資料編

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

900.0死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

全国 島根県

0-4
歳

5-9
歳

10-14
歳

15-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

30-34
歳

35-39
歳

40-44
歳

45-49
歳

50-54
歳

55-59
歳

60-64
歳

65-69
歳

70-74
歳

年齢階級別がん死亡率（人口10万対） 男女計

2005年
（平成17年）



41

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

900.0

1000.0

1100.0

1200.0

1300.0死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

全国 島根県

0-4
歳

5-9
歳

10-14
歳

15-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

30-34
歳

35-39
歳

40-44
歳

45-49
歳

50-54
歳

55-59
歳

60-64
歳

65-69
歳

70-74
歳

年齢階級別がん死亡率（人口10万対） 男　性

2005年
（平成17年）



42

資料編

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0死
亡
率
（
人
口
10
万
対
）

全国 島根県

0-4
歳

5-9
歳

10-14
歳

15-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

30-34
歳

35-39
歳

40-44
歳

45-49
歳

50-54
歳

55-59
歳

60-64
歳

65-69
歳

70-74
歳

年齢階級別がん死亡率（人口10万対） 女　性

2005年
（平成17年）






	表紙01
	白紙
	がん対策冊子出力
	白紙
	表紙04



